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本研究の目的は，人々が原子力政策の賛否を判断する際に，居住地域や原子力に関する知識量によって，

その判断に寄与する要因がどのように異なるのかを明らかにすることである．その目的のために，まず，

消費地域 3 個所と電源地域 2 個所において原子力に関する社会調査を実施し，その収集データに因子分析
を用いて，原子力に関する 4 つの認知要因を見出した．この結果を基に 4 つの認知要因尺度を作成し，相
関分析の手法を用いて認知要因と原子力政策に対する賛否の判断との間にどのような相関関係が存在する

のかを回答者の居住地域や知識量に着目して比較分析を行った．その結果，居住地域によって賛否の判断

と大きな相関を持つ認知要因が異なり，その違いは知識量によって埋められていないことが示された． 
 
キーワード：原子力政策に対する賛否，居住地域，原子力に関する知識，因子分析，相関分析  

 
 
1. 序論 
 
 原子力技術や原子力施設のようなリスクを伴う科学技

術や迷惑施設の立地に対して，従来から行われている一

方向的な情報公開や説得による社会的受容は限界である

ことはよく言われている．そこで，原子力技術や原子力

関連施設の立地を社会として受け入れるか否かという問

題，つまり，原子力の社会的受容性の問題を取り扱うに

は，まず，人々が各個人の社会観に基づいて原子力技術

や施設立地を受け入れるか否かを判断し，その上で，各

個人の判断の総意として原子力技術や施設立地の社会的

受容性が意思決定されるというプロセスが必要となる．

したがって，原子力の社会的受容性の問題を議論する際

には，人々が原子力をどのように感じているのかを把握

し，そして，原子力技術や施設立地を社会に受け入れる

か否かの判断が個人レベルにおいてどのように行われる

かを明らかにすることが重要な視点の1つである． 
人々が原子力をどのように感じているかを把握する手

段として，例えば，内閣府によって1999年に実施された
「エネルギーに関する世論調査」に代表されるような世

論調査や社会調査が，政府や自治体，電気事業者，エネ

ルギー関連研究機関，また新聞を始めとしたメディアに

よって数多く実施されている．また，朝日新聞や社会経

済生産性本部，東北経済産業局などでは，定期的に同内

容の調査を行い，経時変化を明らかにしている．さらに，

回答者の居住地域に着目して分析したものもある．例え

ば，エネルギー・情報工学研究会議は，1989年から「エ
ネルギー・原子力に関する世論調査」を定期的に行って

いるが，特に，調査対象者を「全国（全国の20歳以上の
男女，200地点から無作為抽出）」と「サイト（原子力発
電所立地・周辺地域の 20歳以上の男女，50地点から無
作為抽出）」とに分類して調査を実施しており，居住地域

による比較を行っている． 
これらの世論調査や社会調査は多くの観点から実施さ

れているが，これらの調査における分析手法は，単純集

計もしくはクロス集計を中心とするものであり，したが

って，人々が原子力技術や原子力関連施設の立地をどの

ように感じているかを把握するのに極めて有効である一

方で，その技術や施設立地の社会的受容性の問題に対す

る個人レベルでの判断がどのように行われたのかを明ら

かにするのは難しい． 
そこで，その判断がどのように行われたかを探索する

ために，多変量解析などの厳密な方法論を用いた社会心

理学的・実証的研究がいくつか行われている．例えば，

田中は，原子力発電を始めとする種々の科学技術および

その産物の社会的受容を決定する上で，そのリスクとベ

ネフィットの主観的認知や事業主体に対する信頼感が重

要な決定要因となっていることを，多変量解析の１つで

ある重回帰分析を用いて検証している．1) 2) 
また，人々の居住地域に着目して分析を行っている研
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Table 1 アンケート調査概要 

調査実施地域 回収期間 督促 回収数

東京都杉並区 2001年2月14日～26日 なし 256 

大阪市城東区 2001年11月1日～12日 あり 316 
消
費
地
域 広島市南区 2001年11月1日～12日 あり 368 

柏崎刈羽原発

立地地域 
2002年7月10日～22日 あり 424 電

源
地
域 福島第一・第二

原発立地地域
2002年7月10日～22日 あり 410 

 

Table 2 年齢層別の回答者数 

年齢層 消費地域 (%) 電源地域 (%) 計 (%) 

20～29歳 105 (11.2) 69 (8.3) 174 (9.8)

30～39歳 155 (16.5) 81 (9.7) 236 (13.3)

40～49歳 174 (18.5) 173 (20.7) 347 (19.6)

50～59歳 239 (25.4) 220 (26.4) 459 (25.9)

60～69歳 169 (18.0) 169 (20.3) 338 (19.1)

70歳以上 88 (9.4) 109 (13.1) 197 (11.1)

無回答 10 (1.1) 13 (1.6) 23 (1.3)

計 (%) 940 (53.0) 834 (47.0) 1774  

 
 

究としては，例えば，大西らの研究がある．彼らは，原

子力発電所立地地域である福井県嶺南地域と非立地地域

である大阪市を中心とする近畿圏都市部において調査を

行い，居住地域による原子力発電の推進に対する賛否の

決定要因について比較を行っている．3) 一方，人々の知

識に着目して分析を行っている研究としては，永井らの

研究がある．この研究では，原子力に関する主観的知識

を持つ被験者と持たない被験者において，原子力発電の

利用に対する態度についての比較を行っている．4) これ

らの研究のように，人々の居住地域や知識に着目して原

子力を社会に受け入れるか否かの判断を左右する要因を

明らかにするような社会心理学的・実証的研究はいくつ

か見られるが，それでもほとんど行われていないのが現

状であり，このような研究を重ねて，知見を蓄積するこ

とは非常に重要である． 
本研究では，原子力を社会に受け入れるか否かの問題

として原子力政策に対する賛否をとりあげ，人々が政策

の賛否を判断する際に，その居住地域，特に，生活圏が

電力を主に消費する地域（消費地域）か，または，電力

を生産する地域（電源地域）かによって，また，原子力

に関する知識量によって，その判断に寄与する要因がど

のように異なるのかを明らかにすることを目的とする． 
その目的のために，まず，消費地域の3地域と電源地
域の2地域において原子力に関するアンケート調査を実
施してデータを収集し，そのデータに因子分析を適用す

ることによって，回答者が原子力をどのように認知して

いるかを示す原子力認知構造を探索する．次に，その認

知構造を構成する要因（以降，認知要因と記述する）を

測定する尺度を作成し，原子力に関する認知要因と原子

力政策に対する賛否の判断との間にどのような相関が存

在するのか，また，回答者の居住地域や知識量によって

その相関がどのように異なるのかを，相関分析の手法を

用いて明らかにする． 
 

 

2. 調査の手続き 
 
2.1. 調査票作成の手続き 
本研究の調査で用いる調査票を作成するにあたり，都

内の大学生や原子力発電所立地地域住民を対象としたヒ

アリングと東海村住民意識調査報告書5) の自由回答から，

人々が原子力についてどのように感じているかを整理し，

原子力に関する意見として60項目にまとめた．次に，回
答者がこの 60 項目の意見を聞いたときにどう感じるか
をそれぞれ「そう思う」＝4点・「ややそう思う」＝3点・
「あまりそう思わない」＝2点・「まったくそう思わない」
＝1点の 4点尺度で評価してもらう調査票を作成した．
データ収集後，このデータに対して因子分析を適用して

認知要因を抽出することを考慮して，この 4点尺度が間
隔尺度と見なせるように留意した． 
同時に，回答者のフェース（性別および年齢）や原子

力に関する知識量，原子力政策に対する賛否を測定する

設問等を儲けた．これらの設問についての詳細は後述す

ることとする． 
 
2.2. 回答者選出，データ収集の手続き 
 本調査の対象として，消費地域として東京都杉並区，

大阪市城東区，広島市南区の 3地域，電源地域として柏
崎刈羽原子力発電所の立地地域である新潟県柏崎市・刈

羽郡刈羽村，福島第一および第二原子力発電所の立地地

域である福島県双葉郡双葉町・大熊町・楢葉町・富岡町

の2地域の，計5地域を選択した．回答者として，各地
域の選挙人名簿から，消費地域においては二段階確率比

例抽出法を用いて，電源地域においては確率比例抽出法

を用いて，それぞれ20歳から75歳の男女1000名を抽出
した． 
本研究の分析で用いられるデータは，2001年 2月から

2002年7月の間に行われた5回の郵送アンケート調査に
より獲得されたものである．なお，各調査の回収期間や

督促の有無，有効回答者数は，Table 1に示されるとおり
である．また，年齢層別の回答者数はTable 2に示される． 
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3. 認知要因尺度の作成 

第Ⅰ因子：原子力事業主体に

 1. 原子力発電所はしっかりと
 2. 原子力発電所働く技術者は
 3. 原子力発電所で働く技術者
 4. 原子力発電所で使用されて
 5. 原子力発電所を信頼してい
 6. 原子力の安全管理は確立し
 7. 原子力の安全技術は確立し
 8. 国は事故が起きたときに迅
 9. 国は原子力政策に責任を持
第Ⅱ因子：原子力発電の有用

10. 将来の電力使用量を考え
11. 全電力量の1/3をまかなっ
12. 電気の安定供給のために
13. 原子力発電は優れた発電
14. 原子力発電にプルトニウ
15. 核燃料のリサイクルはす
16. 原子力発電所の数を増や
17. 原子力発電をやめると、
18. 原子力発電は地球温暖化
19. 原子力発電の発電費用は
第Ⅲ因子：立地地域への恩恵

20. 原子力発電所が建設され
21. 原子力発電所周辺の町は
22. 原子力発電所が建設され
23. 原子力発電所の周辺地域
24. 原子力発電所とその周辺
第Ⅳ因子：原子力技術に対す

25. 原子力発電所周辺は放射
26. 原子力発電所の近くで採
27. 原子力発電所で大きな事
28. 原子力発電所では、かな
29. 核燃料や放射性廃棄物を
30. 「原子力」と聞くと、最

 
 

 
 人々が原子力をどのように

力認知構造に基づいた尺度を

は，まず，社会調査により獲

子力に関する意見60項目に因
認知構造の探索を試みた． 
 因子分析に用いる60項目の
コルモゴロフ・スミルノフの

を行い，正規性が棄却された

意見の評価判断の際に原子力

ろうと考えられる内容の6項
火力発電と比べて，二酸化炭

うに原子力発電と火力発電と

なものは，因子分析を行う上

性があるため，あらかじめ除
Table 3 原子力認知の因子構造（主因子法，プロマックス回転後） 
項目および因子の解釈 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 共通性

対する信頼（α=.93）
安全対策をしている .80 .00 .05 -.05 .73
信頼できる .84 -.08 .05 .00 .67
は、発電所の運転をしっかりと行っている .85 -.09 .03 .00 .66
いる機器の安全性は高い .76 .00 .03 -.10 .69
る .70 .18 .00 -.07 .76
ている .72 .11 -.01 -.08 .71
ている .67 .16 -.06 -.10 .67
速な対応ができる .67 .04 -.06 .07 .41
って取り組んでいる .59 .14 .01 .11 .40
性（α=.90）
ると、原子力発電は必要だ .00 .93 -.07 .05 .77
ている原子力発電が、今後も使われるのは当然である .03 .85 -.03 .02 .72
は、原子力発電は必要だ .05 .81 .01 .03 .68
方法である .19 .61 .02 .03 .55
ムも使うべきだ -.01 .60 .01 -.17 .49
るべきだ -.04 .64 -.04 -.04 .39
したほうがよい .06 .52 -.01 -.25 .51
電気料金が不安定になる .04 .54 .14 .12 .36
問題に有効だ .08 .43 .15 -.07 .38
安価である .11 .40 .17 .07 .31
（α=.81）
ると、町に活気が出る .04 .04 .76 -.04 .67
いろいろな施設が充実する -.01 -.10 .77 -.07 .55
ると、その周辺地域の雇用が増える -.04 .02 .75 .03 .53
では、各家庭でその恩恵が感じられる .13 -.01 .63 .01 .48
地域とは密接なつながりがある .08 -.04 .45 .01 .22
るリスク認知（α=.79）
能汚染が心配だ -.08 .02 -.04 .74 .62
れた野菜や魚などは食べたくない -.11 .03 -.11 .66 .57
故が起こるかもしれない、という心配がある -.16 -.01 .05 .63 .51
り多い頻度でトラブルが起こっている -.24 -.03 .16 .49 .39
輸送するのは危険である -.01 -.03 -.05 .51 .30
初に「原子爆弾」を連想してしまう .15 .00 -.06 .53 .24

因子寄与 5.13 4.43 2.47 2.34

認知しているかを示す原子

作成するために，本研究で

得したデータに含まれる原

子分析を適用して，原子力

データについて，それぞれ

検定を用いて正規性の検定

5項目は除外した．また，
以外の基準が入り込むであ

目，例えば「原子力発電は，

素の排出量が少ない」のよ

の比較が必要とされるよう

で独自性が大きくなる可能

外することにした．残りの

項目を用いて因子分析を行った結果，初期解における固

有値 1.0以上を基準として，因子数 4が適切であると判
断した．さらに，回転後の因子負荷が１つの因子につい

て0.40以上で，かつ2因子にまたがって0.40以上の因子
負荷を示さないものを選出した結果，最終的に30項目と
なった．因子分析には主因子法を用いており，回転には

プロマックス回転を用いた．最終的な因子分析結果は

Table 3に示される． 
回転の結果から，第Ⅰ因子には，原子力行政や原子力

発電所がどのような意識を持って原子力の管理体制や原

子力発電所の操業に取り組み，そしてそれは信頼できる

のかを問う項目に高い因子負荷が付与された．したがっ

て，第Ⅰ因子を「原子力事業主体に対する信頼」と解釈

した．次に，第Ⅱ因子には，原子力発電が必要であると

考える理由や原子力発電という発電方式が有用かどうか

を問う項目に高い因子負荷が付与された．したがって，
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持っている

少しは持ってい

あまり持っていな

持っていない

無回答 

計 

 

第Ⅱ因子を「原子力発電の有用性」と解釈した．また，

第Ⅲ因子には，原子力発電所が立地されたときに，その

立地地域に対してさまざまな利益がもたらされるかを問

う項目に高い因子負荷が付与された．したがって，第Ⅲ

因子を「立地地域への恩恵」と解釈した．最後に，第Ⅳ

因子には，原子力発電の通常運転や事故などによる危険

性を問う項目に高い因子負荷が付与された．したがって，

第Ⅳ因子を「原子力技術に対するリスク認知」と解釈し

た．この結果は，都市部および電源地域において同様の

分析を行った木村らの研究結果とほぼ一致するものであ

り，6) 7) 8) これらの4因子が原子力に関する認知を支配す
る主要要因であると考えられる． 
次に，上記の因子分析結果に基づいて，単純加算の尺

度を作成した．具体的には各因子に対して高負荷を示し

た項目，例えば「原子力事業主体に対する信頼」に対し

ては項目 1.から項目 9.までの 9項目の得点を単純加算す
ることによって，それぞれ認知要因尺度とした．その際，

各尺度に含まれる項目が単一の概念を測定していること

を保証する必要があるため，本研究では，単純加算尺度

の信頼性を検定する基準として信頼性定数の1つである
クロンバックのα係数を用いた．クロンバックのα係数

とは，複数の項目間の内的整合性を見積もるために使用

される基準であり，一般的な社会調査においてはα係数

が 0.7 以上であれば項目を単純加算して１つの尺度と見
なしても，十分な精度が保証される． 

される基準であり，一般的な社会調査においてはα係数

が 0.7 以上であれば項目を単純加算して１つの尺度と見
なしても，十分な精度が保証される． 

4 つの因子に対応する各認知要因尺度のα係数は，
Table 3に併せて示した．これを見ると，各尺度のα係数
は最低でも0.79であることから，各因子に高負荷を示し
た項目を単純加算して認知要因尺度として用いても，尺

度としての信頼性が十分に保証されていることが分かる． 

4 つの因子に対応する各認知要因尺度のα係数は，
Table 3に併せて示した．これを見ると，各尺度のα係数
は最低でも0.79であることから，各因子に高負荷を示し
た項目を単純加算して認知要因尺度として用いても，尺

度としての信頼性が十分に保証されていることが分かる． 
  
  
4. 原子力政策に対する賛否を決定付ける構造 4. 原子力政策に対する賛否を決定付ける構造 
  
4.1. 分析方法 4.1. 分析方法 
 居住地域，原子力に関する知識量に着目して回答者を

4つの群に分類し，各群について 4つの認知要因間の相
関，および，各認知要因と原子力政策に対する賛否との

相関を求めた．4 つの認知要因の得点は，前章で示した
とおり，各要因に含まれる質問項目の得点を単純加算し

て得られる．また，原子力に関する知識量，および，原

子力政策に対する賛否の測定は以下の項に示す． 
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Table 4 原子力に関する知識量 

消費地域 (%) 電源地域 (%) 計 (%) 

 16 (1.7) 65 (7.8) 81 (4.6)

る 224 (23.8) 370 (44.4) 594 (33.5)

い 503 (53.5) 292 (35.0) 795 (44.8)

 171 (18.2) 65 (7.8) 236 (13.3)

26 (2.8) 42 (5.0) 68 (3.8)
940  834  1774  

よって測定したものである．この設問に

識量の単純集計結果は Table 4 に示され
よって測定したものである．この設問に

識量の単純集計結果は Table 4 に示され

，知識量によって回答者を分類して分析

，このときの「知識を持つ回答者」（図中

識あり」）とは，この設問に対して「持っ

は持っている」と回答した者であり，「知

答者」（図中においては「知識なし」）と

っていない」「持っていない」と回答した

，知識量によって回答者を分類して分析

，このときの「知識を持つ回答者」（図中

識あり」）とは，この設問に対して「持っ

は持っている」と回答した者であり，「知

答者」（図中においては「知識なし」）と

っていない」「持っていない」と回答した

こで測定される知識量とは，客観的知識

己申請による主観的知識量である．永井

識を調べる意見と主観的知識量との関係

手法を用いて分析し，主観的知識量を測

って客観的知識の有無が予測可能との知
4) したがって，本研究では，主観的知識

となく，原子力に関する知識量として取

る． 

こで測定される知識量とは，客観的知識

己申請による主観的知識量である．永井

識を調べる意見と主観的知識量との関係

手法を用いて分析し，主観的知識量を測

って客観的知識の有無が予測可能との知
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策に対する賛否の測定 策に対する賛否の測定 
対する賛否は以下のような設問により

支持度」として測定した： 
対する賛否は以下のような設問により

支持度」として測定した： 

域における各調査域における各調査 
の原子力政策に賛成ですか，反対ですか．

策の概要を示した次の文章を読んだ上で

． 
3年から原子力発電所が運転を始め，現在
基が稼動し，国内の電気の約 30%をまか
原子力発電所は，発電の際に地球温暖化

酸化炭素を出さず，国内の二酸化炭素排

きな役割を担っていることなどから，今

，2008年には，現在の約 1.3倍の発電規
画となっています．」 

域における各調査 
の原子力政策に賛成ですか，反対ですか．
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施設臨界事故の

たこと等を背景

電所増設は13基
 
 これらの設問

いえば賛成だ」

点・「反対だ」＝

を測定した．日

の各調査では，原

また，電源地域

ルギー政策につ

原子力政策の概

度の影響が生じ

を問う以上，政

事実も賛否の判

の変更を行うこ

他の回答に与え

ために，この設

のあとに配置し

策の支持度」の

これより，回

政策に対して賛

また，回答者の

48.3%の回答者
れ賛成の意思を

は，回答者の居

分かる．2001（
報工学研究会議

原子力発電の推

賛成が25%，反

反対が26%となっている．11) 賛成と反対の比を考慮する

と，本調査の結果は，このような世論調査の結果とほぼ

一致するものとなった．  

賛成だ 

どちらかといえば賛成

どちらかといえば反対

反対だ 

無回答 

計 

 

 
4.2. 分析結果 

Fig. 1は，原子力に関する4つの認知要因，すなわち「原
子力事業主体に対する信頼」「原子力発電の有用性」「立

地地域への恩恵」「原子力技術に対するリスク認知」間，

および，各認知要因と「原子力政策の支持度」との相関

係数（r）を，回答者を分類した4群についてそれぞれ示
Table 5 原子力政策の支持度 

消費地域 (%)電源地域 (%) 計 (%) 

97 (10.3) 119 (14.3) 216 (12.2)

だ 357 (38.0) 290 (34.8) 647 (36.5)

だ 327 (34.8) 291 (34.9) 618 (34.8)

128 (13.6) 97 (11.6) 225 (12.7)

31 (3.3) 37 (4.4) 68 (3.8)

940  834  1774  
策の概要を示した次の文章を読んだ上で

． 
3年から原子力発電所が運転を始め，現在
基が稼動し，国内の電気の約 35%をまか
原子力発電所は，発電の際に地球温暖化

酸化炭素を出さず，国内の二酸化炭素排

きな役割を担っていますが，ウラン加工

ような国民の信頼を損なう問題が発生し

として下方修正を行い，2010年までの発
となっています．」 

に対して「賛成だ」＝4点・「どちらかと
＝3 点・「どちらかといえば反対だ」＝2
1点の4点尺度で「原子力政策の支持度」
本の原子力政策の概要は，電力消費地域

子力白書平成10年版 9) を参考にして，

の各調査では，それに加え「今後のエネ

いて」報告書 10) を参考にして調整した．

要を変更することによって回答にある程

ることは懸念したが，政策に対する賛否

策が柔軟に変化しうるものであるという

断に重要な要因であると考え，政策概要

ととした．また，この文章が調査票中の

てしまう影響をなるべく小さく押さえる

問は原子力に関する意見を評価する設問

た．この設問により測定した「原子力政

単純集計結果はTable 5に示される． 
答者のおよそ半数（48.6%）は，原子力
成する方向で判断していることが分かる．

居住地域に着目すると，消費地域では

が，電源地域では49.0%の回答者がそれぞ
表明しており，原子力政策に対する賛否

住地域によって大きく変わらないことが

平成13）年に実施されたエネルギー・情
の調査では，回答者の居住地域の別で，

進の是非について聞いており，全国では

対が29%，一方，サイトでは賛成が29%，

している．各要因間の相関の概要を把握しやすくするた

めに，図中の要因間の相関を表す線は相関係数の絶対値

|r|によって分類されており，|r|≧0.60 の相関は太実線，
0.40≦|r|＜0.60の相関は細実線，|r|＜0.40の相関は薄い破
線で示している．また各線には相関係数が記載されてい

る．なお，有意でない相関(p≧.05)は図中に示さない． 
以下の項では，4 認知要因間の相関，および各認知要
因と「原子力政策の支持度」との相関についてそれぞれ

分析結果を示す． 
  
（1）4認知要因間の相関 
 消費地域では，回答者の知識量の多少に関わらず，「原

子力発電の有用性」と「原子力事業主体に対する信頼」

との間では|r|が大きい．また，4 認知要因間の他の相関
について，知識を持つ回答者では|r|が中程度の大きさで
あるが，知識を持たない回答者では|r|が小さい． 
一方，電源地域では，回答者の知識量の多少に関わら

ず，4認知要因間の|r|が軒並み大きく，その中でも特に，
「原子力発電の有用性」と「原子力事業主体に対する信

頼」との間の|r|は大きいことが分かる． 
消費地域と電源地域を比較すると，電源地域の回答者

の方が4認知要因間の相関が全体として強く，特に「原
子力技術に対するリスク認知」と他の認知要因との相関

から大きな違いを見出すことができる． 
 次に，回答者の知識量に着目すると，消費地域と電源

地域の両地域において，知識を持つ回答者は，知識を持

たない回答者に比べて，4 認知要因間の|r|が全体として
大きく、相対的に相関が強いことが分かる．しかし，知

識量が多い回答者において，4 認知要因間のある特定の
相関のみが強くなるといったような傾向は見出せない． 
 
（2）各認知要因と原子力政策の支持度との相関 
 消費地域では，回答者の知識量の多少に関わらず，「原

子力政策の支持度」は4認知要因の中で、「原子力発電の
有用性」ともっとも強い正相関を持ち，続いて，「原子力

事業主体に対する信頼」と正相関を持つ．また，知識を

持つ回答者では，「原子力技術に対するリスク認知」とも

負相関を見いだせるが，先の 2認知要因との相関と比べ
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5. 知見の整理と考察 と|r|が小さく，相対的に相関が弱い． 

Fig. 1 4群における4つの認知要因および「原子力政策の支持度」の相関図 

 一方，電源地域では，知識量の多少に関わらず，「原子

政策の支持度」は「原子力発電の有用性」「原子力事業

体に対する信頼」と正相関を，「原子力技術に対するリ

ク認知」と負相関を持つ．また，知識を持つ回答者で

，「立地地域への恩恵」とも正相関を持つことが分かる． 

本研究は，原子力を社会に受け入れるか否かの問題と

して原子力政策に対する賛否を取り上げ，人々が政策の

賛否を判断する際に，居住地域や原子力に関する知識量

によって，その判断に寄与する要因がどのように異なる

のかを明らかにすることを目的とする．その目的のため

に，まず，消費地域の3地域と電源地域の2地域におい
て原子力に関するアンケート調査を実施してデータを収

集し，そのデータに因子分析を適用することによって原

子力に関する認知構造を探索した結果，原子力に関する

認知を支配する認知要因は「原子力事業主体に対する信

頼」「原子力発電男有用性」「立地地域への恩恵」「原子力

技術に対するリスク認知」の 4つであると解釈された．
この結果を基に，各認知要因を測定する尺度を作成し，

原子力に関する認知要因と原子力政策に対する賛否の判

断との間にどのような相関が存在するのか，また，回答

者の居住地域や知識量によってその相関がどのように異

なるのかを，相関分析の手法を用いて分析した．以下の

節においては，まず回答者の居住地域別の分析から得ら

れた知見の整理を行い，続いて居住地域および知識量に

よる比較分析および考察を行う． 

消費地域と電源地域を比較したときに大きく異なるの

，「原子力技術に対するリスク認知」および「立地地域

の恩恵」と「原子力政策の支持度」との相関であり，

れらの相関における|r|は消費地域に比べて電源地域の
が大きいことが分かる． 
次に，回答者の知識量に着目すると，消費地域と電源

域の両地域において，知識を持つ回答者は，知識を持

ない回答者に比べて，「原子力政策の支持度」と4認知
因との|r|が概して大きく、相対的に相関が強いことが
かる．しかし，4 認知要因間の相関と同様，知識をも
回答者において，「原子力政策の支持度」とある特定の

知要因との相関のみが強くなるといったような傾向は

出せない． 
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5.1. 消費地域の分析から得られた知見の整理 
消費地域では，回答者の知識量の多少に関わらず，「原

子力発電の有用性」と「原子力事業主体に対する信頼」

との間に相関が明確に見いだせる．しかし，4 要因間の
他の相関については，知識を持つ回答者からは相関を見

いだせるが，知識を持たない回答者からは相関が明確に

は見いだせない．この結果は，知識を獲得することによ

って4認知要因間の関係を明確に認識するようになり，
原子力認知構造の曖昧さが減少することを示している． 
また，原子力政策に対する賛否の判断に関して，回答

者の知識量の多少に関わらず，「原子力政策の支持度」は

「原子力発電の有用性」ともっとも強い正相関を持ち，

続いて，「原子力事業主体に対する信頼」とも正相関を持

つ．これは，原子力政策に対する賛否の判断は，原子力

発電の必要性・有用性を第一に考慮して行われ，国や電

力会社などの事業主体に対する信頼感も同時に考慮され

ることを示している．また，知識を持つ回答者では，「原

子力技術に対するリスク認知」とも負相関を持っている

が，先の2認知要因との相関と比べると，相対的に弱い
ことが分かる．これは，知識を獲得することによって，

政策の賛否の判断に原子力技術に対するリスクの認知や

不安感も考慮されるようになるものの，やはり有用性や

信頼ほど判断を左右しないことを示唆している． 
 
5.2. 電源地域の分析から得られた知見の整理 
電源地域では，回答者の知識量の多少に関わらず，4
認知要因間の相関が軒並み明確に見いだせ，その中でも

特に，「原子力発電の有用性」と「原子力事業主体に対す

る信頼」との間の相関は強い． 
また，原子力政策に対する賛否の判断に関して，知識

量の多少に関わらず，「原子力政策の支持度」は「原子力

発電の有用性」との相関がもっとも強く，また，「原子力

事業主体に対する信頼」と正相関を，「原子力技術に対す

るリスク認知」と負相関を持つ．つまり，原子力政策に

対する賛否の判断は，原子力発電の必要性・有用性を第

一に考慮して行われ，国や電力会社などの事業主体に対

する信頼感，および原子力技術に対するリスクの認知や

不安感も同時に考慮される．また，知識を持つ回答者で

は，「立地地域への恩恵」とも正相関を持つことが分かる． 
 
5.3. 居住地域による比較 
 まず，回答者の居住地域に関わらず共通している傾向

について言及する．「原子力政策の支持度」は「原子力発

電の有用性」「原子力事業主体に対する信頼」「原子力技

術に対するリスク認知」と相関を持ち，その中でも特に，

「原子力発電の有用性」はもっとも強い相関を持つ認知

要因であった．この結果は，原子力発電の社会的受容に

はそのリスクとベネフィット，また事業主体に対する信

頼感が重要な決定要因になるという，下岡を始めとする

さまざまな研究において得られている知見と一致する．
1) 2) 6) 7) 12) 
次に，消費地域と電源地域との相違点について言及す

る．消費地域では「原子力政策の支持度」は「原子力発

電の有用性」および「原子力事業主体に対する信頼」と

相関を持ち，「原子力技術に対するリスク認知」との相関

は相対的に弱い．一方，電源地域では「原子力政策の支

持度」は「原子力発電の有用性」および「原子力事業主

体に対する信頼」だけでなく，「原子力技術に対するリス

ク認知」との相関も同程度に強い．つまり，消費地域で

は，政策の賛否の判断に対して原子力の一般的なベネフ

ィットを大きく考慮して判断しているが，リスクはあま

り考慮されていないのに対して，電源地域では原子力の

リスクとベネフィットの両者を考慮して判断しており，

つまり，原子力のリスクとベネフィットのトレードオフ

を判断の根拠としていることが示唆される． 
大西らは，嶺南地域と近畿地域のそれぞれにおいて，

どのような要因が原子力発電の推進に対する賛否と高い

相関を持つかを分析している．3) その結果，嶺南地域に

おいては「将来のエネルギーとしての重要度」「行政や施

政者の信頼度」「原子力発電の環境に対する影響認識」「地

元へのメリット」と相関が高く，近畿地方においては「将

来のエネルギーとしての重要度」「生活の便利さ」「行政

や施政者の信頼度」と相関が高いという結果を得ている．

「原子力発電の環境に対する影響認識」に着目すると，

嶺南地域では相関を持っているが，近畿地域では相関を

持っていない．これは，本研究における「原子力技術に

対するリスク認知」因子の影響と類似していることが分

かる．しかし，他の要因の影響，特に嶺南地域における

分析結果は，本研究から得られた知見と異なるものとな

っている．この違いが引き起こされた原因として，大西

らの研究は原子力発電の推進についての分析であり，一

方，本研究は原子力政策の賛否についての分析であるこ

とも1つに考えられるが，例え電源地域であっても各地
域によって原子力の社会的受容性を判断する認知要因が

異なることを示唆する結果であるとも解釈できる．実際，

申らは，原子力発電所立地地域のうち２つの立地地域（柏

崎刈羽原発および福島第１原発）を対象にして原子力発

電の推進について賛否を調査しているが，その結果から

差異を見出している．13) 
以上，居住地域による相違点について議論してきたが，

本研究では各調査の実施時期の関係上，消費地域の調査

と電源地域の調査とでは，原子力政策の概要をやむなく

変更して提示しており（変更した理由は 4.1.節(2)項にて
既に述べた），ここで議論している居住地域による相違が

提示した政策概要が異なることに起因する可能性も確か

に否めない．しかし，4.1.節(2)項に示したとおり，消費
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それゆえ，原子力の社会的受容性の問題を取り扱うに

は，まず，人々が各個人の社会観に基づいて原子力技術

や施設立地を受け入れるか否かを判断し，その上で，各

個人の判断の総意として原子力技術や施設立地の社会的

受容性が意思決定されるというプロセスが必要となる．

このような合意形成プロセスをどのように実現するかと

いうことは現在さまざまな提案がなされている．14) 

地域と電源地域とで政策に対する賛否の割合に大きな差

はなく，また本調査の結果が他の社会調査の結果ともほ

ぼ一致していることから，提示した政策概要が異なるこ

とによる，政策賛否の判断に大きな影響を与えることは

ないと考えた．したがって，本論文では，分析結果から

見いだせた相違は居住地域の違いに起因するものである

と解釈して議論を行った． 
 しかし，このようなプロセスが保証されたとしても，

「各個人の総意」による「原子力の社会的受容性」に対

する意思決定は本当に公正であるのかという点は依然問

題として残るであろう．なぜならば，第1の問題として，
個々人が各自の社会観に従った公正な判断をしたかどう

かを保証できないため，「公正かどうか分からない個人の

総意」として意思決定がなされてしまう可能性があるか

らであり，第2の問題として，「原子力の社会的受容性」
を考える際にはリスク・ベネフィットの地域公平性の問

題は無視できず，これを社会的に公正な評価を行う（し

かも，その評価を判断するのは各個人に委ねられる）の

は非常に難しいでからある． 

5.4. 知識量による比較 
消費地域，電源地域に関わらず，知識を持つ回答者は，

持たない回答者に比べて，4 認知要因間の相関が全体と
して強くなる．これは，回答者が知識を獲得することに

よって，認知要因間の関係から曖昧さを減少させ，原子

力認知構造が明確化することを示しており，したがって，

知識を獲得した回答者は，認知要因間の関係について整

合性のある認識をしながら，与えられた問題に対してど

のような判断を行うべきかを考えること（これを「整合

性のある思考」と呼ぶことにする）が可能になると考え

られる．その一方で，知識を持つ回答者において，ある

特定の相関が強くなるといった現象は見られない．これ

は、知識を獲得することによっても認知要因間の相関の

パターンは変化しないことを示唆している． 

ここで，本研究の分析結果から，回答者が知識を獲得

することによって認知要因間の関係に曖昧さが少なくな

り，原子力認知構造が明確化し，整合性のある思考が可

能となるだろうことが示されている．第1の問題に対し
て本研究が何らかの指針を与えるとすれば，人々が公正

な判断をするための基礎となる「整合性のある思考」を

可能とする土壌を醸成するためにも，人々の知識水準の

向上は結局不可欠であるということである．確かに

Shamosも指摘するとおり，原子力を含むような，多岐に
渡り急速に進展する科学技術に対して，人々が専門家レ

ベルの知識に達することは不可能であろう．15) しかし，
ある程度知識が向上することによって，それが専門家レ

ベルでないにしろ，整合性のある思考が可能になる割合

は増大すると考えられ，したがって，人々の知識水準の

向上を図ることは非常に重要であろう． 

木村らは，原子力に関する主観的知識量は原子力政策

に対する賛否の判断に直接的に寄与する要因ではない，

つまり，例えば知識量が多いからといって政策に賛成す

るようにはならないことを指摘している．6) 7) また，大
西らは，原子力発電に対して知識を有する人々は原子力

推進に対して賛成，反対のいずれかの態度を比較的明瞭

に取ると指摘している．3) 
これらの現象が見いだされた理由を本研究の結果から

考えると，原子力に関する知識の獲得は原子力認知構造

の明確化を導き，政策の賛否の判断を整合性のある思考

に基づいて行うために，賛否に対する態度が明瞭になる

が，しかし同時に，知識の獲得はある特定の認知要因間

の相関を変えるものではないため，知識の獲得によって

政策の賛否の態度が大きく変わることはないためと解釈

できる． 

 それでは，人々の知識水準が向上すればそれで十分な

のかというとそうではない．それは第2の問題として示
したが，原子力に関するリスク・ベネフィットの地域公

平性をどのように評価し判断するべきかという問題があ

るからである．本研究の結果で示されたように，消費地

域の回答者が原子力政策の賛否を判断する際に原子力事

業主体への信頼感や原子力発電によるベネフィットを重

要視し，原子力技術に対するリスクはあまり考慮しない

のは，消費地域は原子力事業主体への信頼や原子力発電

によるベネフィットなどを自分自身と関係が深いものと

して，逆に，リスクを自分自身とは関係の薄いものとし

て捉えている状態であるためと解釈できる．一方，電源

地域の回答者は，信頼感やベネフィットだけでなく，原

子力技術に対するリスクも考慮しており，したがって，

 
5.5. 原子力産業界に求められるシステム 
序論においても述べたとおり，原子力技術や原子力施

設のようなリスクを伴う科学技術や迷惑施設の立地に対

して，従来から行われている一方向的な情報公開や説得

による社会的受容は限界であることはよく言われている．

実際に，本研究の知識量別分析の結果からも，現在行わ

れているような知識の獲得，例えば，国や原子力産業界，

さまざまなメディアなどによる啓蒙や情報公開などによ

る人々の知識水準の向上は政策の賛否の判断に直接的に

影響しないだろうことが示されている． 

314 



社会技術研究論文集 Vol.1, 307-316, Oct. 2003 

• 

• 

• 

• 

消費地域では，原子力政策に対する賛否の判断は，

原子力発電の必要性・有用性を第一に考慮して行わ

れ，また，国や電力会社などの事業主体に対する信

頼感も同時に考慮される．そして，原子力技術に対

するリスクの認知や不安感も考慮されるものの，有

用性や信頼ほど判断を左右しない． 

電源地域はリスクも自分自身と関係が深いものと捉えて

おり，原子力に関するリスクとベネフィットのトレード

オフ関係を把握して判断を行うことができる状態である

と解釈できる． 
このように，消費地域と電源地域との間では，原子力

に対する考え方が乖離したものとなっており，各々の地

域住民が行った賛否の判断や，なぜそのような判断に至

ったのかという根拠を相互に理解できない状態であると

考えられる．原子力の社会的受容性の意思決定を行うに

は，原子力に関するリスク・ベネフィットの地域公平性

を公正に評価しなければならないと考えられるが，消費

地域と電源地域との間で原子力に対する考え方が乖離し

た現状においては，両地域を含むような社会全体として

の意思決定は非常に困難であると予想できる． 

電源地域では，原子力政策に対する賛否の判断は，

原子力発電の必要性・有用性を第一に考慮して行わ

れ，また，国や電力会社などの事業主体に対する信

頼感，および原子力技術に対するリスクの認知や不

安感も同時に考慮される． 
消費地域と電源地域を比較すると，「原子力政策の

支持度」と「原子力技術に対するリスク認知」との

相関に特に違いが見いだせる．電源地域は，消費地

域と比べて，リスクとベネフィットのトレードオフ

をより考慮して，政策の賛否の判断を行っている． 
さらに，本研究の結果によれば，人々が知識を獲得す

ることによっても，それぞれの居住地域に特有な傾向が

埋められることはなく，消費地域と電源地域との間の原

子力に対する考え方の乖離は変わらないことが示されて

いる．つまり，現在行われているような知識水準の向上

は，消費地域と電源地域との認識の乖離を解消するもの

ではなく，社会全体における意思決定を導くには十分な

配慮を欠いているもののように見受けられる． 

消費地域，電源地域に関わらず，知識を持つ回答

者は，持たない回答者に比べて，4認知要因間の相
関が全体として強くなる．しかし，知識量が多い回

答者において，ある特定の相関が強くなるといった

現象は見られない． 
 
 以上のような議論から，今後，原子力の社会的受容の

問題を解決に向けてゆくためには，消費地域と電源地域

との間の乖離現象を抑制しながら，社会全体として公正

な判断を可能にする土壌を生み出すような知識水準の向

上が必要であろう．そして，これを実践するためには，

例えば，地域相互的な知識獲得の場や，それを補佐する

情報提供システムの開発等が期待される． 
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The purpose of this paper is to investigate how impact of psychology factors on decision for or against nuclear 
policy varies with areas where they live and their degree of knowledge. For this purpose, we carried out questionnaire 
survey about nuclear power at three urban areas and two nuclear power plant siting areas. After collecting data, we 
applied factor analysis to the data, and found four factors which construct cognitive structure of nuclear power. Based 
on the result, we established each measure of the factors, and evaluated the impact of the four factors on a position for 
or against nuclear policy by correlation analysis, and compared changes of the impact by the areas where respondents 
live and their degree of knowledge. In consequence, we found that factors affected respondents' position for or 
against nuclear policy differ from areas where they live, but not from their degree of knowledge. 

 
Key Words: decision for or against nuclear policy, regional characteristics, knowledge of nuclear power, 

factor analysis, correlation analysis. 
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